第46回衆議院選挙結果をうけて（自治労道本部声明）
１． 12月16日に投開票が行われた第46回総選挙の衆議院選挙の結果は、民主党が57議席と惨敗、自民党は294議席、公明党は31議席と大きく勢力を拡大し、「第三極」は、日本維新の会が54議席と、民主党に肩を並べるほどの議席を獲得することとなった。道内でも、小選挙区は全敗で、連合推薦・支持候補は、推薦2人、支持1人の３人が比例代表復活で当選するにとどまり、極めて厳しい結果となった。　
　この要因としては、大きな期待を背負って出発した民主党政権が3年4カ月の政権運営を通じてその期待に答えられず、政府・党内での内部対立や分裂続きで信頼を大きく失ったことなどが挙げられる。「第３極」も民主から一定の支持を分散獲得した程度に終わり、結果として、それほど大きな支持が集中したわけではなくても小選挙区で８割近い議席を獲得した自民党の圧勝という構図になったと言える。
２．発足する安倍自公連立政権が、「原発ゼロ見直し」「生活保護削減など社会保障給付抑制」「公共事業への大規模財政出動」「政財の蜜月復活」など、政策や政権運営の大きな転換を進めていくこと、そして公務員や自治労など労働組合に対しては「公務員人件費を国・地方で2兆円削減」や「地方公務員の政治的権利制限の地公法改正」などの公約に基づき、抑圧・敵対視政策で臨んで来ることは明らかである。
　さらに日本維新の会も、労働規制の緩和や最低賃金制度の見直しなど極端な弱肉強食の新自由主義的な公約を掲げており、自民党をより右から煽動・補完する役割を果たすと考えられる。自民・維新の両党は、政権の枠組みである自公の325を上回る348議席となり、来年の参議院選挙でも2/3を超える結果になれば、憲法改正発議が両院で可能という戦後日本政治で初の事態を迎えることになる。
３．一方、民主党はこの「壊滅的」とも言える結果から再建・再生できるか、大きく問われている。政府・政権、党運営の失敗などを総括・教訓化することはもちろんだが、何よりも自らの存在意義と立ち位置を再確立することが不可欠である。新自由主義・国家主義と明確に対決し、格差・貧困社会からの脱却と困窮する勤労者の生活向上をめざすことを基本に、原発ゼロの安心・安全で平和な日本をつくる政治勢力の中核として役割を発揮するよう、強く求めたい。
　そしてわれわれ自身の覚悟も問われている。復活する自公政権のもと、自治労の政策の実現もきわめて厳しい環境におかれることとなった。あらためて、政治頼りでなく自らの運動によって社会と政治を動かしていくという原点に立ち返る決意が、求められる。組合員の生活と職場環境、地域社会を支える公共サービスと地方自治はもとより、広く社会運動と結びついて、平和憲法を守り安心社会を実現していくための取り組みを、労働組合こそが強めなければならない。
４．新たな政治・国会情勢をうけて、来年7月の参議院選挙はますます重要となった。改憲・反労働者勢力に両院通じた完全なフリーハンドを許すのか、われわれの政治勢力を盛り返すのか、本当の決戦となる。組織内予定候補の「あいはらくみこ」の必勝は至上命題である。
　あらためて、慌ただしい師走の各種取り組みも重なる中での短期決戦にご奮闘・ご協力いただいた、すべての地本、単組・総支部、組合員・家族、そして退職者会の皆さんに、心からの敬意と感謝を申し上げるとともに、これからの取り組みにさらなる結集をお願いする。
　2012年12月18日
自治労北海道本部　　　
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